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杜の伝言板ゆるるの事業概要

■情報発信■

月刊杜の伝言板ゆるる

の発行

A4版16ページ
10,000部

350ヵ所で無料配布

■人材育成■

● 高校生の夏ボラ体験

● NPO訪問バスツアー
● 中間支援組織サポート

■NPOマネジメント■

●NPO法人会計基準の普及

(NPO会計サポーター養成)

●認定NPO法人の普及

みやぎNPOプラザの運営（ 2005年4月～指定管理者）

●みやぎＮＰＯ情報
ネットの運用

●One to Oneの
隔月発行

●専門相談
労務・会計/税務・運営

●会計講座

●NPOﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ講座

●５０歳からの
NPO実践塾

●ＮＰＯ夜学

NPO法人

パートナー
シップなとり

ＮＰＯ法人ICT
支援NPOネッ
トワーク宮城



「3.11 東日本大震災」

• 発生時刻 ： 平成23年3月11日(金) 14時46分
• 震源地 ： 三陸沖 深さ10km マグニチュード9.0 
• 震度7 栗原市築館
• 震度6強 登米市、大崎市、名取市、塩竈市、

東松島市、涌谷町、仙台市宮城野区
蔵王町、山元町、大衡村

• ※沿岸部に甚大な津波被害

• 発生時刻 ： 平成23年4月7日(木) 23時32分

• 震源地 ： 宮城県沖 深さ約40km マグニチュード 7.4

• 震度6強 栗原市、仙台市宮城野区

宮城県 死者：9,538人 行方不明者：1,258人

(2014.11.1現在）



震災直後からこれまでの活動



•みやぎNPOプラザは、ガラス１００枚程度破損したが
電気及び水道が復旧 3月16日から日中のみ開館

•災害ボランティアセンターへスタッフ派遣
3/17～岩沼市、名取市、利府町に各1名を約1週間

3/29～宮城県災害ボランティアセンターに3週間

(週4日1名）

•3/19～4月中旬 インテル等企業と災対本部、避難所
を繋ぎ、避難所へパソコン設置（34ヶ所に57台）

杜の伝言板ゆるるの

発災直後の支援活動



■県内のＮＰＯは大丈夫か？

3/17～3/31

ＮＰＯへの安否確認および活動状況を調査

約350団体 ⇒ 電話やメール

約270団体と連絡が取れた

⇒ 102団体が既に活動再

⇒ 37団体が被災地で救援活動

救援に入ったＮＧＯ以外にも
宮城のＮＰＯも動いている！と伝えたい



日頃から、仙台中心部で炊き出
しや衣類の提供を実施。
米、水、食材などを備蓄。
電気釜や大鍋を保有。
被災地支援は、全国のホームレ
ス支援団体や、フードバンクな
どと連携

ホームレス支援団体

ＮＰＯが指定管理をし
ている児童館
乳幼児の親や妊婦を対
象にした避難所

子育て支援団体



ＮＰＯは津波で浸水したが、働
く人や自宅の片付けなどで忙
しい親の支援のため、保育園
を無料で実施（石巻）

当初は石巻や南三陸町、気
仙沼にマスコミ報道が集中し、
注目度が低く、救援物資が少
なかった山元町、亘理町を目
指して、救援に入った。

特に、自宅に避難した人への
支援を重点的にした。



救援物資を集めて届け
る、県南白石市の地域
づくりのＮＰＯ

全国のネットワークか
ら届けられた救援物
資を配る仙台のホー
ムレス支援ＮＰＯ



多様な媒体で情報発信

●３/１６ 新たにブログを立上げ、発信

「東日本大震災 みやぎのNPO活動情報」

●３/１７ 事務局ブログ「ゆるブロ」にて

災害関連情報を連日掲載 ⇒108件

●４/７ 月刊ゆるる 発行



宮城県内の高齢者・障がい者支援
事業者の

NPOの被災状況調査（2011.4）



（１）建物被害

51団体中32団体が被害有

・津波により流失・・・４団体

・津波により１階浸水により

損壊・・・５団体

・地震により損壊・・・５団体

・被害小（100万以内の補修）

・・18団体

（２）間接被害状況

51団体中39団体が被害有

・10～20%売上減少

・・・・・14 団体

・30%売上減少・・・・8団体

・40%売上減少・・・・8団体

・50%以上売上減少

・・・・・9団体

宮城県の介護保険事業者と障害者の自立支援
事業者の中からNPO法人111団体を抽出。
FAXまたはメールにてアンケート調査
応答総計：51団体



被
災
し
た
Ｎ
Ｐ
Ｏ
へ
の
募
金
サ
イ
ト

企
業
や
助
成
財
団
か
ら
の
資
金
を

Ｎ
Ｐ
Ｏ
に
繋
い
だ



継続されたボラ
ンティア活動

瓦礫撤去のボラ
ンティアを受け
入れ



仮設住宅で

パラソル喫茶を

開催

被災者と共に
グッズづくり



専門性を持ったＮＰＯによる
ボランティア活動に変化

１年が過ぎて



傾聴ボランティア

寄り添って話を聞
く

子どもや肉親を
亡くした人々によ
る“わかち合い”
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被災地では被災者による
ＮＰＯ法人設立が増える



石巻市

高齢者・障害者・
生活困窮者への
移動サービス

南三陸町

地元若者による障
がい児の支援事業
を開始



3年半がたった被災地のNPO
• まちづくり、居場所づくり、子ども育成などの

分野は、これまで助成されやすい環境だった

• 多くが人件費、家賃などの管理費として助成
が認められた

• 助成金の減額や採択件数が激減

⇒ 自立運営できるか

⇒ 身近な人々に対して、ボランティアや寄付
の呼びかけができるか

が問われている



月刊ゆるる「特集」

⇒「3.11 あの時、

NPOはどう動いたか」

冊子発行

• 2011.5~2013.12 特集で掲載したNPO50団
体を追加取材し、冊子のまとめた。

• 震災以前から活動していたNPOは、救援及
び復興にどうかかわってきたかを記録。



復興に向けての
市民活動の課題



復興への課題

• 経済の活性化

• 雇用促進

しかし

• 過疎化

• 少子高齢化 への対応



高齢化社会への対応

• 平成27年4月 介護保険制度改正

• 要支援１・２の予防給付（訪問介護・通所介護）を
市町村の地域支援事業に移行

⇒NPO、民間企業、住民ボランティア、協同組合

などの民間が行う多様なサービスに期待



厚生労働省老健局振興課資料から



Ｈ１５年から介護保険外のサロン
やミニディサービスを開設
ＮＰＯ法人FOR YOU にこにこの家(仙台市）

モデル的事業
の事例



にこにこの家

サロンとミニディサービス
仙台市：230万円補助金

(家賃と利用者補助)
利用者：1200円の負担＋同額補助





多様な主体と連携し、この地域の福祉を支えてる



共助社会づくりの担い手として
ＮＰＯが活動を継続していくには

●事業性がある活動

⇒社会的課題の解決を目標とし、人的態勢や

資金計画などしっかり経営基盤を作る

ＣＢ／ＳＢ 制度に基づく事業など

助成金、融資、クラウドファディング・・・

●収益を生み出さない活動

収入の確保が難しい



寄附に応える市民を増やす

収益を生み出さない活動をする団体が、市民
活動を継続していくための環境とは・・・

• 地域の課題に取り組む団体の存在を認め、
信頼し、その担い手としての参画や、活動を
継続するための資金の援助をしてくれる市民
が増えていくこと。

⇒市民のボランティア参加や市民の寄附

• そのような市民の環境が醸成しなければ市
民活動団体は期待に応えられない。



しかし、信頼を得ることが必須

• 資金の流れを公開

⇒ＮＰＯ法人活計基準に準拠した報告

• 認定NPO法人制度の活用

⇒寄付者にとって優遇税制

• 情報発信をこまめに

⇒ ブログ ホームページ facebook



では、
地域でだれが担うのでしょう。
それは市民の皆さんです。

間もなく、少子高齢化と労働力不足の時代。

無いものねだりはできません。

だから

例えば、定年になったらキャリアを活かし、

子育てが終わったら、得意分野で

地域の担い手に。
期待しています！


